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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく ）書面交付請求による交付書面に記載しない事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付

請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子

提供措置事項を記載した書面を送付しています。

第23回定時株主総会資料

【事業報告】
　企業集団の現況
　　主要な営業所
　　使用人の状況
　　主要な借入先の状況
　会社の現況
　　会社役員の状況
　　　社外役員に関する事項
　　会計監査人の状況

【連結計算書類】
　連結株主資本等変動計算書
　連結注記表

【計算書類】
　株主資本等変動計算書
　個別注記表

第23期（2022年４月１日から2023年３月31日）

リスクモンスター株式会社



2023/05/25 15:14:52 / 22949038_リスクモンスター株式会社_招集通知

事業報告

名 称 所 在 地

本 社 東京都中央区日本橋２-16-５　ＲＭＧビル

大 阪 支 社
大阪府大阪市中央区本町２-６-８　センバ・セントラルビル
４階

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市中村区名駅４-26-13　ちとせビル６階

九 州 営 業 所 福岡県福岡市博多区博多駅前４-４-15　博多駅前H44ビル４階

名 称 所 在 地

リスモン・ビジネス・
ポ ー タ ル 株 式 会 社

東京都中央区日本橋２-16-５　ＲＭＧビル

リスモン・マッスル・
デ ー タ 株 式 会 社

東京都中央区日本橋２-16-５　ＲＭＧビル

日 本 ア ウ ト ソ ー ス
株 式 会 社

東京都品川区西五反田７-24-５　ＯＮＥＳＴ西五反田スクエ
ア７階

株 式 会 社 シ ッ プ ス

東京本社
東京都新宿区西新宿３-８-５　新栄ビル５階・６階

関西センター
大阪府大阪市中央区南船場３-３-20　ＯＮＥＳビル南船場２
階

利 墨 （ 上 海 ） 商 務
信 息 咨 詢 有 限 公 司

中国上海市長寧区延安西路2201号 上海国際貿易中心266室

企業集団の現況

主要な営業所（2023年３月31日現在）

(1）当社

（注）名古屋営業所は、2023年４月に愛知県名古屋市中村区名駅３-28-12　大名古屋ビルヂング

11階に移転いたしました。

(2）子会社

－ 1 －



2023/05/25 15:14:52 / 22949038_リスクモンスター株式会社_招集通知

事業報告

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

与信管理サービス 100名 ３名減

ビジネスポータルサイト

（グループウェアサービス等）
14 １名増

教育関連 10 －

ＢＰＯサービス 40 －

その他 21 ４名増

計 185 ２名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

111名 ３名減 38.1歳 6.9年

借　入　先 借　入　残　高

株式会社りそな銀行 20,000千円

株式会社三井住友銀行 75,320千円

使用人の状況（2023年３月31日現在）

(1）企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は含まれておりません。

(2）当社の使用人の状況

 (注) 使用人数は就業員数(当社から社外への出向者を除き､社外から当社への出向者を含む。）

であり、臨時雇用者は含まれておりません。

主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

会社の現況

会社役員の状況

社外役員に関する事項
(1）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役堀龍兒氏は、早稲田大学の名誉教授であり、ＴＭＩ総合法律事務
所顧問、ＴＭＩベンチャーズ株式会社代表取締役、阪和興業株式会社の社
外取締役並びに株式会社ロッテの社外監査役であります。これらの重要な
兼職先と当社との間には特別の関係はありません。
　取締役鈴木龍介氏は、当社が主に登記関連業務を委託している司法書士
法人鈴木事務所の代表社員であり、当社より委任報酬を受けております
が、その報酬は少額であります。また、同氏は日本司法書士会連合会の副
会長でありますが、これらの重要な兼職先と当社との間には特別の関係は
ありません。

－ 2 －
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事業報告

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 堀 　 龍 兒

当事業年度開催の取締役会のすべてに出席しました。社
外取締役としての独立した立場で、企業経営に関する豊
富な経験及び大学教授としての知見に基づき、当社業務
執行取締役の適正な職務執行を監督する役割を果たして
おります。事業会社の経営者として、また、法律の専門
家としての豊富な経験と幅広い見識をもって、業務執行
を行う経営陣から独立した客観的視点で、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するため適宜助言・提言
を行っております。

取 締 役 鈴 木 龍 介

当事業年度開催の取締役会のすべてに出席しました。社
外取締役としての独立した立場で、司法書士法人の代表
社員としての企業法務全般における幅広い知識・経験等
をもって、当社業務執行取締役の適正な職務執行を監督
する役割を果たしております。社外取締役として中立か
つ客観的観点と主に司法書士としての専門的見地から、
適宜必要な発言を行っております。また、経営会議等重
要な会議に出席し、業務執行等について監査・監督を行
っております。

取 締 役
（監査等委員）

太 田 敏 晶

当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会のすべてに
出席している他、常勤監査等委員として経営会議等重要
な会議に出席しました。社外取締役としての独立した立
場で、豊富な業務経験及び企業経営に関与した経験に基
づき、当社業務執行取締役の適正な職務執行を監督する
役割を果たしております。事業会社の経営者としての豊
富な経験と見識に基づき、社外取締役として中立かつ客
観的観点から、適宜必要な発言を行っております。ま
た、内部監査部門と密に連携し、部門ごとにヒアリング
を実施するなど業務執行等について監査・監督を行って
おります。コンプライアンス委員会の委員長として、当
社の経営に対するモニタリング機能の向上に寄与してお
ります。

　監査等委員である取締役奥村正太郎氏は、ヤンマーホールディングス株
式会社の社外監査役であります。重要な兼職先と当社との間には特別の関
係はありません。
　監査等委員である取締役田邉愛氏は、弁護士法人堂島法律事務所の弁護
士であり、株式会社日本ナーシング＆ホスピスケア社外取締役、インクグ
ロウ株式会社及びＵｂｉｅ株式会社の社外監査役であります。これらの重
要な兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

(2）当事業年度における主な活動状況

－ 3 －
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事業報告

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員）

奥　村　正太郎

当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会のすべてに
出席しました。社外取締役としての独立した立場で、豊
富な業務経験、企業経営に関与した経験及び他社におけ
る社外監査役の経験に基づき、当社業務執行取締役の適
正な職務執行を監督する役割を果たしております。事業
会社の経営者としての長年の豊富な経験と見識に基づ
き、社外取締役として中立かつ客観的観点から、適宜必
要な発言を行っております。また、経営会議等重要会議
に出席し、業務執行等について監査・監督を行っており
ます。コンプライアンス委員会の委員として、当社の経
営に対するモニタリング機能の向上に寄与しておりま
す。

取 締 役
（監査等委員）

田 邉 　 愛
（現姓：森中）

当事業年度開催の取締役会及び監査等委員会のすべてに
出席しました。社外取締役としての独立した立場で、弁
護士として企業法務をはじめとする法律相談等多数の案
件対応、関東財務局証券検査官及び内閣府事務官（証券
取引等監視委員会事務局検査官）としての実務経験に基
づき、当社業務執行取締役の適正な職務執行を監督する
役割を果たしております。弁護士及び行政機関における
実務経験に基づく社外取締役として中立かつ客観的観点
と女性の活躍という観点から、適宜必要な発言を行って
おります。また、経営会議等重要会議に出席し、業務執
行等について監査・監督を行っております。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,700千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

21,700千円

会計監査人の状況
(1）名称　　　　　　　　　八重洲監査法人

(2）報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

２. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指
針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠
などの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

(3）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

－ 4 －
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事業報告

(4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査等委員会は、「会計監査人の解任又は不再任」に関しては、以下の
基本方針で臨み、最終的には監査等委員会の決議をもって決定するものと
します。
１. 解任
①会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断される場合
②会社法、公認会計士法の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの重
大な処分を受けた場合

２. 不再任
　会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等、当社が別
途定める「評価基準」に達しない場合
　なお、会計監査人が「評価基準」を達成している場合においても、同
一会計監査人での長期間の監査の継続は不芳と判断した場合は、「任期
満了」に伴い、会計監査人の新たな選任を行うことができるものとす
る。

－ 5 －
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年４月１日から ）2023年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,155,993 795,514 3,054,963 △4,494 5,001,976

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △109,336 △109,336

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

360,374 360,374

新 株 の 発 行 32,175 32,175 64,350

自 己 株 式 の 取 得 △106,424 △106,424

連 結 範 囲 の 変 動 804 804

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 32,175 32,979 251,038 △106,424 209,768

当連結会計年度末残高 1,188,168 828,493 3,306,001 △110,918 5,211,745

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権
非 支 配 株 主
持 分

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 815,376 20,172 835,548 286 57,016 5,894,827

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △109,336

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

360,374

新 株 の 発 行 64,350

自 己 株 式 の 取 得 △106,424

連 結 範 囲 の 変 動 △804 －

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

△259,807 372 △259,434 － 1,176 △258,257

当連結会計年度変動額合計 △259,807 372 △259,434 － 371 △49,294

当連結会計年度末残高 555,569 20,544 576,114 286 57,388 5,845,533

連結株主資本等変動計算書

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 6 －
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連結注記表

連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

イ. 連結子会社の数 ５社

ロ. 主要な連結子会社の名称 リスモン・マッスル・データ株式会社

リスモン・ビジネス・ポータル株式会社

日本アウトソース株式会社

株式会社シップス

利墨（上海）商務信息咨詢有限公司

ハ．連結の範囲の変更 連結子会社であったサイバックス株式会社は、

2022年４月１日付で当社を存続会社とする吸収合

併により消滅しております。

(2）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち利墨（上海）商務信息咨詢有限公司の決算日は12月31日であり、連結計

算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用して

おります。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(3）会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しており

ます。

ロ．棚卸資産

　貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産（リース資産を除く）当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連

結子会社は定額法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　３～50年

器具備品　２～20年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、耐用

年数を社内における利用可能期間（１～５年）と

しており、コンテンツ資産については、耐用年数

を３年または５年としております。

－ 7 －
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連結注記表

ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び

国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。また、在外連結子会社は主として

特定の債権について回収不能見込額を計上してお

ります。

ロ. 賞与引当金 連結子会社の一部は、従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

　利用期間の定めのあるサービス等に係る収益に関しては、原則として、その契約等に基

づいた役務提供期間に亘って履行義務が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収益を

認識しております。

　サービスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行義務

を充足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。

⑤ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項

　退職給付に係る負債の計上基準 連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退

職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号  2021年６月

17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、

時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、連

結計算書類に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで無形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「コンテンツ

資産」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「コンテンツ資産」は150,772千円であります。
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(1）有形固定資産の減価償却累計額 495,530千円

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末の株式数(株)

普 通 株 式 7,546,922 90,000 － 7,636,922

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末の株式数(株)

普 通 株 式 6,468 153,900 － 160,368

４. 会計上の見積りの変更に関する注記

（耐用年数の変更）

　無形固定資産のコンテンツ資産に含まれる独自データベースコンテンツは、従来、耐用年

数を３年としておりましたが、与信管理サービス事業のサービスリニューアルに伴い、耐用

年数を見直し、当連結会計年度より５年に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ24,081千円増加しております。

５. 追加情報

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、当社の主要サービスは法人会員向けビ

ジネスであるため、下振れリスクが比較的低いことを前提に業績に与える影響を試算してお

り、連結計算書類に及ぼす影響は軽微なものと判断しております。

しかしながら、感染症の影響が想定以上に深刻化した場合は、今後の財政状態及び経営成

績等に影響を及ぼす可能性があります。

６. 連結貸借対照表に関する注記

(2）コミットメントライン契約

　当社は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化、または想定以上に深刻化した場合の

不測の事態に備えるため、手元流動性の確保を目的として、取引銀行３行とコミットメント

ライン契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

コミットメントラインの総額　1,200,000千円

借入実行残高　　　　　　　　　　　 －千円

差引額　　　　　　　　　　　1,200,000千円

７. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の増加は、譲渡制限付株式報酬としての新株式発行によるものであり

ます。

(2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得147,100株及び譲渡制限

付株式報酬の無償取得による増加6,800株であります。
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決 議
株 式 の

種 類

配当金の

総額（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 ２ 年 ５ 月 2 ３ 日

取 締 役 会
普通株式 109,336 14.5 2022年３月31日 2022年６月７日

決 議
株 式 の

種 類

配 当 の

原 資

配当金の

総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 3 年 ５ 月 2 3 日

取 締 役 会
普通株式

利益

剰余金
110,279 14.75 2023年３月31日 2023年６月９日

(3）剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

③　当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　　普通株式　286,100株

８. 金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当連結会計年度末現在、当社グループは必要な資金の大部分を内部資金で賄える状態に

あります。余剰資金は短期的な銀行預金や安全性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されており、外貨建ての営業債権は為替

の変動リスクに晒されています。投資有価証券は発行会社の信用リスク、市場価格の変動

リスクに晒されています。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、投資信託、投資事業組合への

出資等であり、市場価格の変動リスク、発行体の信用リスク及び発行会社の財政状態の悪

化により実質価額が下落するリスクに晒されております。

　営業債務である未払金は、そのほとんどが３ケ月以内の支払期日であります。このうち

外貨建ての営業債務は為替変動リスクに晒されておりますが、取引金額は僅少でありま

す。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部は、金

利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　会員ビジネスである当社と一部の連結子会社は、会員の入会手続時に入会審査を行

い、信用状況を確認の上、入会の可否を判断しております。加えて、定期的に信用状況

のモニタリングを行い、営業債権の回収リスクを把握しております。また、営業債権は

小口分散化されており、信用リスクに伴う経営リスクは低くなっております。

　その他の連結子会社は、営業債権である売掛金及びその他債権について、社内与信管

理ルールに基づき、取引開始時における与信調査、定期的な信用状況と債権回収状況の
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連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）投資有価証券 999,111 999,111 －

資産計 999,111 999,111 －

(2）長期借入金（１年内返

済予定の長期借入金を

含む）

95,320 94,642 △677

負債計 95,320 94,642 △677

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 94,894

継続的なモニタリングによって財務状況等の悪化による貸倒懸念の早期把握と軽減を図

っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況等を勘

案して保有状況を継続的に見直しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2）金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（注）１．現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未払金は、短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は「(1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商

品の連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

３．投資事業組合出資金は、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上しています。その

ため、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24-16項に従い、時価開示の対象に含めておりません。また、当

連結会計年度における投資事業組合出資金に係る連結貸借対照表計上額の合計額は、

98,910千円であります。

(3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式

　　その他

831,040

15,078

－

152,993

－

－

831,040

168,071

資産計 846,118 152,993 － 999,111

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む）
－ 94,642 － 94,642

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式及び上場投信信託は、相場価格を用いて評価しております。上場株式及び

上場投資信託は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類

しております。非上場投資信託は市場における取引価格が存在しないことから、基準

価額を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金のうち、変動金利によるものは市場金利を反映しており、また、当社の

信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると

考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。

また、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

９. 賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。
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報告セグメント

計
その他
（注）

合計

法人会員向けビジネス

ＢＰＯ
サービス与信管理

サービス

ビジネスポ
ータルサイ
ト（グルー
プウェアサ
ービス等）

教育関連

ＡＳＰ・クラウド

サービス
1,632,556 577,385 － － 2,209,941 － 2,209,941

コンサルティング

サービス
462,336 － － － 462,336 － 462,336

その他 － 34,025 234,657 690,300 958,983 113,551 1,072,535

顧客との契約から

生じる収益
2,094,892 611,410 234,657 690,300 3,631,261 113,551 3,744,813

外部顧客への売上高 2,094,892 611,410 234,657 690,300 3,631,261 113,551 3,744,813

10．収益認識に関する注記

(1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社グループ

の海外展開（中国）を事業とする利墨（上海）商務信息咨詢有限公司（リスクモンスター

チャイナ）を含んでおります。

(2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、顧客への約束した財又はサービ

スの移転と交換に当社グループが顧客との契約において約束された対価から権利を得ると見

込んでいる対価の金額を収益として認識しております。当社グループが認識した収益に係る

対価は、通常、履行義務の充足後、概ね３ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含ん

でいません。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

与信管理サービス事業

①　ＡＳＰ・クラウドサービス

　ＡＳＰ・クラウドサービスはインターネットを通じて独自データベースを活用した

与信管理サービスの提供を行っております。利用期間の定めのあるサービス等に係る

収益に関しては、原則として、その契約等に基づいた役務提供期間に亘って履行義務

が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収益を認識しております。
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②　コンサルティングサービス

　サービスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行

義務を充足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。利

用期間の定めのあるサービス等に係る収益に関しては、原則として、その契約等に基

づいた役務提供期間に亘って履行義務が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収

益を認識しております。

ビジネスポータルサイト事業

①　ＡＳＰ・クラウドサービス

　ＡＳＰ・クラウドサービスはインターネットを通じて多機能グループウェアのサー

ビスの提供を行っております。利用期間の定めのあるサービス等に係る収益に関して

は、原則として、その契約等に基づいた役務提供期間に亘って履行義務が充足される

と判断し、役務提供期間に亘り収益を認識しております。

②　その他サービス

　サービスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行

義務を充足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。利

用期間の定めのあるサービス等に係る収益に関しては、原則として、その契約等に基

づいた役務提供期間に亘って履行義務が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収

益を認識しております。

教育関連事業

　ビジネス関連のｅラーニングのサービスの提供を行っております。利用期間の定めの

あるサービス等に係る収益に関しては、原則として、その契約等に基づいた役務提供期

間に亘って履行義務が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収益を認識しておりま

す。サービスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行

義務を充足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。

ＢＰＯサービス事業

　アナログ情報のデジタルデータ化サービスを中心に、マーケティング業務の効率化及

びデジタルデータ化ソリューションによるＢＰＯサービスの提供を行っております。サ

ービスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行義務を

充足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。

その他事業

　当社グループの海外展開（中国）を事業としております。利用期間の定めのあるサー

ビス等に係る収益に関しては、原則として、その契約等に基づいた役務提供期間に亘っ

て履行義務が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収益を認識しております。サー

ビスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行義務を充

足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。
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連結注記表

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 488,258

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 463,961

契約負債（期首残高） 78,775

契約負債（期末残高） 73,762

(1）１株当たり純資産額 774円13銭

(2）１株当たり当期純利益 47円60銭

(3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

顧客との契約から生じた債権、契約負債の残高は以下のとおりであります。

　契約負債は、主に与信管理サービス事業、ビジネスポータルサイト事業及び教育関連事

業の会員向けサービスの年間利用料の前受金に関連するものであり、連結貸借対照表上、

流動負債の「その他」に含まれております。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま

す。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた

額は、71,788千円であります。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（ 2022年４月１日から ）2023年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,155,993 718,844 78,585 797,429 1,665,441 1,665,441 △4,494 3,614,369

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △109,336 △109,336 △109,336

当 期 純 利 益 377,305 377,305 377,305

新 株 の 発 行 32,175 32,175 32,175 64,350

自 己 株 式 の 取 得 △106,424 △106,424

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 32,175 32,175 － 32,175 267,968 267,968 △106,424 225,894

当 期 末 残 高 1,188,168 751,019 78,585 829,604 1,933,409 1,933,409 △110,918 3,840,264

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 813,088 813,088 286 4,427,744

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △109,336

当 期 純 利 益 377,305

新 株 の 発 行 64,350

自 己 株 式 の 取 得 △106,424

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

△257,762 △257,762 － △257,762

当 期 変 動 額 合 計 △257,762 △257,762 － △31,868

当 期 末 残 高 555,325 555,325 286 4,395,875

株主資本等変動計算書

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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個別注記表

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ. 子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

　貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　３～50年

器具備品　２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、耐用

年数を社内における利用可能期間（２～５年）と

しており、コンテンツ資産については、耐用年数

を３年または５年としております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

(3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 修繕引当金 本社ビルの大規模修繕に備えるため、修繕計画に

基づく見込額のうち当事業年度負担分を計上して

おります。

③ その他の引当金（固定） 顧客のお取引先倒産時の共済金等の支出に備える

ため、将来発生が見込まれる金額について合理的

に見積もられる金額を計上しております。

(4）収益及び費用の計上基準

　利用期間の定めのあるサービス等に係る収益に関しては、原則として、その契約等に基づ

いた役務提供期間に亘って履行義務が充足されると判断し、役務提供期間に亘り収益を認識

しております。

　サービスの納品が伴うものについては、納品物を引渡した時点で顧客が支配し履行義務を

充足したと判断しており、引渡した時点において収益を認識しております。

－ 17 －
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個別注記表

（1）有形固定資産の減価償却累計額 442,558千円

① 短期金銭債権 25,499千円

② 短期金銭債務 46,307千円

２. 会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号  2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指

針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類

に与える影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

　前事業年度まで無形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「コンテンツ資

産」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

　なお、前事業年度の「コンテンツ資産」は107,642千円であります。

４. 会計上の見積りの変更に関する注記

（耐用年数の変更）

　無形固定資産のコンテンツ資産に含まれる独自データベースコンテンツは、従来、耐用年

数を３年としておりましたが、与信管理サービス事業のサービスリニューアルに伴い、耐用

年数を見直し、当事業年度より５年に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ24,081千円増加しております。

５. 追加情報

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、当社の主要サービスは法人会員向けビ

ジネスであるため、下振れリスクが比較的低いことを前提に業績に与える影響を試算してお

り、計算書類に及ぼす影響は軽微なものと判断しております。

しかしながら、感染症の影響が想定以上に深刻化した場合は、今後の財政状態及び経営成

績等に影響を及ぼす可能性があります。

６. 貸借対照表に関する注記

(2）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示されたものを除く）

(3）コミットメントライン契約

　当社は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化、または想定以上に深刻化した場合の

不測の事態に備えるため、手元流動性の確保を目的として、取引銀行３行とコミットメント

ライン契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

コミットメントラインの総額　1,200,000千円

借入実行残高　　　　　　　　　　　 －千円

差引額　　　　　　　　　　　1,200,000千円

－ 18 －



2023/05/25 15:14:52 / 22949038_リスクモンスター株式会社_招集通知

個別注記表

売　上　高 13,998千円

仕　入　高 81,764千円

その他の営業取引高 42,484千円

営業取引以外の取引による取引高 23,217千円

普通株式 160,368株

繰延税金資産

未払事業税 5,554千円

貸倒引当金 337千円

子会社株式評価損 1,817千円

投資有価証券評価損 16,234千円

子会社株式簿価修正 15,342千円

減価償却超過額 2,615千円

譲渡制限付株式報酬 17,824千円

その他 12,855千円

繰延税金資産小計 72,580千円

　評価性引当額 △32,635千円

繰延税金資産合計 39,945千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △245,085千円

繰延税金負債合計 △245,085千円

繰延税金負債の純額 △205,140千円

７. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引

８. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

９. 税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 19 －
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種 類
会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
リスモン・ビ
ジネス・ポー
タル株式会社

所有
　直接

　95.0％

サービスの利用
役員の兼任

資金の借入 700,000

１年内返済予
定の関係会社
長期借入金

70,000

関係会社
長期借入金

630,000

利息の支払
（注）２

2,913 未払金 2,450

受取家賃
（注）２

18,960
流動資産
その他

1,738

子 会 社
リスモン・マ
ッスル・デー
タ株式会社

所有
　直接

　100.0％

サービスの利用
役員の兼任

独自データベー

スの増強・メン

テナンス等

（注）２

117,518 未払金 12,468

子 会 社
株式会社
シップス

所有
　間接

　100.0％

サービスの利用
役員の兼任

資金の貸付 －
関係会社

長期貸付金
111,000

利息の受取
（注）２

987
流動資産
その他

91

子 会 社
利墨(上海)商
務信息咨詢
有限公司

所有
　間接

80.0％

サービスの利用
役員の兼任

ソフトウエア
の開発

（注）２
139,790 未払金 11,729

(1）１株当たり純資産額 587円92銭

(2）１株当たり当期純利益 49円84銭

10. 関連当事者との取引に関する注記

　　子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

①受取家賃については、近隣の賃借料を参考にして、同等の価格にしております。

②独自データベースの増強・メンテナンス等及びソフトウエアの開発の取引条件について

は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

③金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

11．収益認識に関する注記

　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　10．収益

認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

12. １株当たり情報に関する注記

13. 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 20 －
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